
研修期間

対象者

会場

講師紹介（敬称略）

研修のポイント研修のねらい

２０２１年度
リニューアル

日程を2日間に短縮し、さらにご受講いただきやすく
なりました！

山根 和男（やまね かずお）
山根経営システム研究所　代表

1973年国立新居浜工業高等専門学校卒業、井関農機株式会社入社。松山・茨城工場にてトヨタ生産方式を導入した「新ヰセキ生産方式」
の構築業務に従事、鈴村喜久男氏の薫陶を受け現場改善を推進。生産本部にて「製販統合システム開発」プロジェクトに従事。熊本・
新潟工場にて現場改善・生産管理の改善指導。2000年中小企業診断士登録。2001年株式会社井関物流に出向、経営者として現場改善・
収益改善を主導。2005年早期退職し独立、地元ものづくり中小企業30数社にてＪＩＴ生産方式による現場改善と生産性の向上、企業体
質の改革と収益改善を実践指導。中小機構四国本部経営支援アドバイザーとして10数社で専門家継続派遣事業に従事。

現場改善の着眼点が明確になります。

リバウンドしない 5S 定着のポイントが
理解できます。

「強い現場」の基礎力を育み工場の生産
性向上へつなげます。

生産現場や作業場を持つ企業にとって、現場改善活動に取
り組むことは従業員が効率的に働くことにつながり、企業
利益の改善に結び付くとても大切なことです。
本研修では、５Ｓ（整理･整頓･清掃･清潔･躾）の視点で現
場でのムリ･ムダ･ムラを発見･改善･定着する手順を学びま
す。また初日に学んだことを基に、インターバル期間を活
用して自社で5S活動に取り組むことで、自社･自部門での現
場改善と改善活動定着手法を実践的に身につけます。
※高知県工業技術センターとの共催講座

利益につなげる生産性向上

中小企業大学校 四国キャンパス
独立行政法人　中小企業基盤整備機構　四国本部

現場改善の基本を身に付ける！
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生産管理

定　員

受講料

［高知県高知市開催］

中 小 企 業 大 学 校

四国
キャンパス

経営者、製造部門管理者、
製造部門リーダー等

20 名

22,000円（税込）

2021 年

11  12 金，11  26 金

高知県高知市布師田3992-3
 JR高知駅から車で15分
 JR土佐一宮駅から徒歩で15分
 高速道路高知インターから車で3分

高知県工業技術センター ２階
研修室

・5S の定着に悩んでいる方
・�5S の基礎から学んで、実践してみたい方
・現場改善を通して生産性を向上させたい方

月 日 時 間 科 目 内 容

11 12
金

9:00-9:15 開講式・オリエンテーション

9:15-10:15 強い現場を作る
心構え

現場改善とはただの美化運動ではなく、強い現場づく
りの基礎であり、生産性向上に不可欠であることを学
びます。
•	 現場改善の前提（自己啓発ではなく自己革新）
•	 ムダ取りの考え方
•	 強い現場を作る2つの知識と3つの技能
•	 問題解決の5ステップ

10:15-12:00 現場改善の基礎

現場改善の基礎となる5S・ムダ取りについて、基本と
なる知識と活動の進め方を学びます。
•	 5Sとは
•	 整理・整頓でムダを取る
•	 5S改善活動の進め方（全員参加の仕組みづくりとPDCA

の回し方）

12:00-16:30
（途中昼休）

５Ｓ改善事例に学ぶ 5Ｓ改善事例より、着眼点や改善内容とその効果を学
びます。

※第 2 回開講までの間（インターバル期間）に、５Ｓチェックリストによる採点結果と問題点と改善内容を持参していただきます。

11 26
金

9:00-11:00 宿題の結果発表と
評価

インターバル期間中に自社で取り組んだ課題を発表
し、他の受講者からの評価と講師のアドバイスを受
けます。

11:00-14:00
（途中昼休）

利益につながる
ムダ取り改善

ムダ取り改善における、ムダの見つけ方と取り方を
学びます。
•	 科学的なアプローチ「データで仕事しよう」
•	 生産の流れ化・平準化
•	 ムダ取り改善事例の紹介（着眼点や改善内容と成果）

14:00-16:15 改善手法の実践訓
練【演習】

工程分析・作業分析ワークシートを使って問題点と
改善案を作成、発表し、他の受講者からの評価と講
師のアドバイスを受けます。

16:15-16:30 終講式・修了証書の授与
※ カリキュラムにつきましては、都合により一部変更する場合がございますので、予めご了承ください。



独立行政法人 中小企業基盤整備機構（中小機構）
中小機構は、国の中小企業政策の中核的な実施機関として、起業・創業期から成長
期、成熟期に至るまで、企業の成長ステージに合わせた幅広い支援メニューを提供し
ています。地域の自治体や支援機関、国内外の他の政府系機関と連携しながら中小企
業の成長をサポートしています。
中小企業大学校は、中小機構が全国で運営する中小企業と中小企業を支援する機関
のための研修施設です。

中小企業大学校 四国キャンパス（中小機構 四国本部）
中小企業大学校は、既存の業界や市場の枠を超えて、デジタル技術などを活用しな
がら生産性の向上や事業拡大を牽引する中小企業の中核人材を育成する研修施設で
す。基盤となる経営知識に加え、経営に関する分析力、洞察力、統合力、意思決定
力などの経営に必要な能力と専門知識を習得する研修を行っています。
令和元年度より、従来の９つの大学校やWEBeeキャンパス（オンライン校）等に加え、
四国キャンパス（中小機構四国本部）を開校しました。

お問合せ：独立行政法人 中小企業基盤整備機構 四国本部 企業支援部人材支援課
香川県高松市サンポート 2-1　高松シンボルタワー タワー棟７F　087-811-1752（ダイヤルイン）

会場（高知県工業技術センター）
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FAX. 087-811-3070                              受講申込書　　　  ◆オンライン申込もできます→

フリガナ 代表者役職

会社名 代表者氏名

所在地 〒　　　　　　　　　　　都 道
　　　　　　　　　　　　府 県

TEL FAX

業　種  E. 製造業　　I-1. 卸売業　　I-2. 小売業　　R. サービス業　　D. 建設業　　G. 情報通信業 　   H. 運輸業　   M. 旅館業　　
 Z. その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　                                            　）  

主要取扱品目 資本金 万円 従業員数 人

研修情報の
入手先

 1．郵送 DM　 2.．研修のご案内　 3．ホームページ　 4．メルマガ・SNS(Facebook 等）     5．受講者の紹介     6．商工団体等 
 7．金融機関　 8．新聞・雑誌　 9．テレビ・ラジオ　  10．県市等の機関紙       11．その他（　　　　　　　　　　　　　　）

事務連絡
担当者

フリガナ 部署役職 担当者 E-mail　　◆大きくはっきりとご記入ください。
氏名

  反社会的勢力でないことの確約について
  当社（当機関）は、暴力団等の反社会的な勢力に該当せず、今後においても反社会的勢力との関係を持つ意思がないことを確約します。また、反社会的勢力に該当し、
  もしくは暴力的な要求行為等に該当する行為をしたことが判明した場合には，研修の受講を中止されても意義申し立てを行いません。

受講コース名 コース No. No.

受
講
者
情
報

フリガナ   年　齢 性　別 部署
氏名

歳
男  ・  女

役職（役職ご記載の上該当区分に○）

（代表者・役員・管理者・管理者候補等）緊急連絡先 TEL( 携帯 ･ 自宅等 )

  注意事項
  ※募集定員になり次第「締め切り」とさせていただきます。お早めにお申し込みください。
  ※定員を超えるお申込みがあった場合は、「キャンセル待ち」となることがあります。
  ※３名様を超えるお申込みの場合は、４名様以降をいったん「キャンセル待ち」とさせていただきますので、あらかじめご了承ください。
  個人情報の保護について
  個人情報保護法に定義されます個人情報に該当する情報については、中小機構内で実施する事業で使用させていただきます。当該個人情報の第三者（業務委託先を除く）
  への提供または開示はいたしません。ただし、お客様の同意がある場合および、法令に基づき要請された場合については、当該個人情報を提供できるものとします。

受講対象企業
中小企業または個人事業主（資本金と従業員数のいずれかが下表の範囲内）の経営者、役員、従業員の方であれば受講いただけます。　　　

業　　　　　種 資本金 従業員数
製造業、運輸業、建設業、ソフトウェア業、情報処理サービス業、その他の業種 3億円以下 300人以下
卸売業 1億円以下 100人以下
小売業 5千万円以下 50人以下
サービス業 5千万円以下 100人以下
旅館業 5千万円以下 200人以下

※事業協同組合や企業組合などの中小企業団体は受講対象に該当しますが、財団法人、一般・公益社団法人、医療法人、農事組合法人、NPO等の法人は受講対象に該当いたしません。
※�経営コンサルタント等の中小企業の支援に関する事業を営む方、中小企業診断士・税理士・公認会計士・技術士等の中小企業支援に関連する資格を有する方、教育・研修事業者の方は

受講をお断りする場合がありますので、あらかじめご了承ください。

自治体、団体等の助成制度を利用できる場合があります。お問合せください。


